<投稿論文>教育機関におけるマーケティング管理の職務と組織構造 : コトラーの理論における問題点の検討 by 佐野 享子 & Takako SANO
筑波教育学研究第2号 2004
教育機関におけるマー ケティング管理の職務と組織構造
コトラーの理論における問題点の検討
佐野享子※
The Duty and the Organizational Structure of Marketing Management 
- A Study of the Problem with the Theory by Philip Kotler -
Takako SANO 
本稿はフィリップ・コトラー (PhilipKotler)が展開した教育機関におけ
るマーケティングの理論におけるマーケティング管理の職務とその組織構造
の検討を通じて，教育機関におけるマーケティングの本質と彼の理論の問題
点を明らかにするものである。コトラーの理論は， トップ・マネジメントレ
ベルでの顧客志向に基づく企業内の諸活動の調整と，その監督・統合のため
のミドル・マネジメントレベルの専門化された組織の分化といった理論枠組
を有している。しかしそれらの職務は，組織内部が顧客志向に立って業務を
遂行することを支援するサービスを行うなどのスタッフ職としての位置付け
を持つに留まるものである。教育機関においては，教師が遂行するマーケテ
ィング管理の職務を教育プログラムのマネジメントのシステムに適切に位置
付けることによって，マーケティング管理の職務をプログラム提供の責任と
権限を持つライン組織に位置付けることが可能になる。
1 • 問題の所在
本稿は，フィリップ・コトラー (PhilipKotler)が展開した教育機関における
マーケティングの理論において，マーケティング管理の職務とその組織構造がい
かなるものとして論じられてきたのかを分析することを通じて，教育機関で行わ
れるマーケティング管理とは何かを明らかにし，併せてコトラーの理論の問題点
を探ることを目的とするものである。
コトラーが，教育機関をはじめとする非営利組織に対しても企業と同様にマー
ケティングの概念を適用すべきであることを他の研究者に先駆けて提唱し，その
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後の研究の動向に少なからず影響を与えてきたことについては改めて論じるまで
もないだろう。コトラーにおける教育機関を対象としたマーケティング理論にお
いては，マーケティングの一般概念に基づく理論の枠組を継承して，マーケティ
ングを市場との価値ある交換を行うことを意図した活動と捉え，マーケティング
管理 (marketingmanagement) , すなわち効果的なマーケティングの活動を選択
するための交換プロセスの管理の側面を重視した理論の体系化を図ってきたこと
を，既に筆者は指摘してきた（佐野 2003b:95)。
経営学の分野においてマーケティング管理論は，アメリカにおける大戦終了後
の経済発展を背景として顕著な発展を遂げている。企業を対象としたマーケティ
ング管理論の体系化において先駆的な役割を果たし，コトラーの理論にも影響を
与えたジョン・ハワード (JohnR. Howard)は，マーケティング管理が販売に関
する広範な問題を扱う経営管理の一分野であると位置付けている (Howard1957: 
3) (1)。経営管理の総体を視野に入れ，マーケティング管理を経営管理の一分野と
して位置づけたとき，マーケティング管理と他の経営活動とがいかに関わって組
織の経営管理を成り立たせているのか，とりわけ教育機関においてはそれらをい
かに認識しうるのかとの疑問が生じるであろう (2)。
本稿ではこの点を明らかにすべく研究課題として設定し，コトラーにおける教
育機関を対象としたマーケティングの理論を手がかりとして考究を行うものであ
る。企業経営研究の分野においては， 1980年代以降のアメリカ企業の競争力の低
下とともに戦略経営論が台頭し，戦略的マーケティングの理論ーすなわち消費者
ニーズの探索を起点とする事業を構築するといったマーケティングの役割が戦略
的経営に位置付けられる理論が発展していった (3)。コトラーにおける教育機関を
対象としたマーケティングの理論もこのような研究動向に即した問題意識を持つ
ものとして提唱されており，彼の理論枠組みが，組織全体の戦略計画と，そのも
とで事業を実施する部局（大学においては学部等）ごとに実行されるマーケティ
ング管理のプロセスといった階層構造を形成している点を，筆者も既に指摘して
いる（佐野 2003c)<4>。しかしながら他の経営活動との関係で捉えたマーケティン
グ管理の本質についての検討は残されたままであった。
本稿は，コトラーの理論における教育機関を対象としたマーケティングの概念
と戦略的経営におけるマーケティングの位置付けとを検討した，筆者のこれまで
の研究に引き続くものであり，経営管理におけるマーケティング管理と他の経営
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活動との関係性を確かめることによって，コトラーの理論におけるマーケティン
グの概念の本質とその問題点に迫ることを意図している。
コトラーのマーケティング管理論としては，主として企業を念頭において体系
化を図った著書『マーケティング・マネジメント』がある。その中ではマーケテ
ィングの責任者が多様な活動分野，顧客，地域等に関するマーケティング担当者
を個々に監督し統合することが難しいことを理由として，組織構造を通じた管理
の必要性を説いている (Kotler1967: 訳 218-219)(S)。その際の組織とは，コトラ
ーにおいては，人々が共通の目的をめざしてともに働くときの，仕事に対する
人々の役割と相互の関係の取り決めを行うために編成されるものであると捉えら
れている (Kotler1967: 訳210)。経営管理における人々の職務と職務相互の関係
性は組織構造を通じて把握することが可能であるが，このような考え方はコトラ
ーにおけるマーケティング管理論においても同様に看取しうると解してよいだろ
つ。
その一方でコトラーは，教育機関をはじめとする非営利組織にマーケティング
管理が導入された1970-1980年代当初は，マーケティング担当者の職位が組織の
下方に位置付けられたり，あるいは助言的機能を持つスタッフ職として位置付け
られることが多く，また今日においてもマーケティングが組織のどこに位置付き，
またどのような職務に対する責任を果たせばいいのかという点については，未だ
に共通認識が得られていないとの見解を示している (Kotlerand Andreasen 
2003: 268)。
本稿においては以上のようなコトラー自身の問題意識を継承することとし，コ
トラーの理論におけるマーケティング担当者の職務と，マーケティング担当者が
関わる組織構造の論理を探る中から マ ケティング管理とは何かを明らかにす
る手がかりを得ることする。
検討に当たっては，筆者のこれまでの研究同様，教育機関という組織の存立に
とって不可欠な顧客である学生の存在を重視し，彼（彼女）らに提供する教育プ
ログラムのマネジメントの場面を措定するとともに，コトラーの理論に事例が多
く挙げられている大学に焦点を当てた考察を進めることとする。また検討に際し
ては，コトラーの理論の特質を探るために，コトラー以外の研究者によるマーケ
ティング管理論との比較を試みる。
以下では次の手順で考察を行う。まず2節ではコトラーによって提唱されたマ
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ーケティング管理論の基本となる理論枠組を確かめる。次いで教育機関を対象と
した彼のマーケティング理論において論じられているマーケティング担当者の職
務の特質と (3節及び4節）マーケティングの組織構造について (5節）それぞ
れ考察を加え，マーケティング以外の活動との関係性を明らかにする観点から，
コトラーの理論の問題点を明らかにする。以上の考察を踏まえ，大学における教
育プログラムのマネジメントに際して有効と考えられるマーケティング管理の職
務と組織構造とを検討する。
コトラーにおける教育機関を対象としたマーケティング理論の構造と意義を明
らかにすることをめざした研究は，筆者のこれまでの研究を除いて管見の限り内
外ともに見受けられないのが現状である (6)0 
2 . コトラーにおけるマーケティング管理論の理論枠組
本節では，コトラーにおけるマーケティング管理論の基本となる理論枠組を確
かめる。コトラーは企業以外の組織においても企業におけるマーケティングと同
型の活動が行われていると認識し，企業で発展してきたマーケティング技術と同
型の技術を教育機関をはじめとする非営利組織に対しても普及すべきとの考えを
持って理論の体系化を図ってきた（佐野 2003b:98)。したがってコトラーによ
って提唱された教育機関を対象とするマーケティング管理論の特質を探るに先立
っては，企業を対象として提唱された彼のマーケティング管理論である『マーケ
ティング・マネジメント』の初版本 (Kotler1967)における特質を確かめること
によって，彼の理論の基本となる枠組を明らかにすることが可能になるものと思
われる叫
この著書の中でコトラーは，当時のアメリカ経済が市場の稀少性を課題として
おり，よってマーケティングが，企業の全活動を顧客志向の考え方の下に運営し
て利益をあげるといった論理に立つものであることを指摘する。具体的には顧客
志向の考え方を企業の全活動の指針として，マーケティング部門が他部門の活動
の調整に責任を持つものとし，係る役割を「統合的マーケティング (integrated
marketing)」と呼称する (Kotler1967: 訳11-16)。
このような役割を果たすためのマーケティングを彼はトップ・マネジメントに
位置づける。その理由としては，部門ごとの利益追求によりマーケティング部門
とマーケティング以外の部門との対立が発生する点があげられている。顧客の満
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足充足には際限がないことから，マーケティング部門は顧客満足を限りなく追求
していく。一方製造や財務，会計などマーケティング以外の部門はそれぞれの作
業における効率を重視する。その結果として企業内では両者の対立が生じるが，
企業においては顧客のニーズを充足させるために，損益分岐点を考えながら利益
をあげることが必要になる。したがってトップ・マネジメントレベルにおいて，
顧客志向に基づきながら全社の利益をあげるという観点に立って，経営諸活動の
調整を行うべきであるとコトラーは指摘するのである (Kotler1967: 訳 12-16)。
またコトラーはミドル・マネジメントレベルにおけるマーケティングについて
も言及している。トップ・マネジメントに当たるマーケティング担当副社長は，
マーケティング担当者を個々に監督・統合するのではなく，マーケティング組織
構造を通じてその管理を行う。すなわちマーケティング担当副社長は，マーケテ
ィングの機能（販売，広告，マーケティング・リサーチ等），製品，地域，顧客と
いった4つの基本的次元での問題を調整するために，各々の別に専門化された一
群のマーケティング責任者を通じて仕事を行い，また各々の責任者はより一層専
門化された人々の集団を通じて自らの責務を遂行する (Kotler1967: 訳218-228)。
これら 4つの基本的次元ごとに専門家されたマーケティング責任者が， ミドル・
レベルのマネジメントに携わる責任者に位置付けられるのである。
以上のようにコトラーにおけるマーケティング管理の基本となる理論枠組は，
トップ・マネジメントレベルでの顧客志向に基づく企業内の諸活動の調整と，そ
の監督・統合のためのミドル・マネジメントレベルの専門化された組織の分化と
いう構造を有している点が特色となっている。
しかしながらこのような理論枠組がコトラーに固有のものであると認めること
は困難であろう。例えば上記のコトラーの著作と同時期にマーケティング管理論
の体系化を行っているユージン・ケリー (EugineJ. Kelly)は，企業経営の中心的
機能を担うトップ・マネジメントレベルでのマーケティングをマネジリアル・マ
ーケティング(managerialmarketing)と称し，その際のマーケティング担当者と
して重役や副社長を想定し，彼らの任務として顧客志向の下での経営諸活動の統
合を挙げている (Kelly1965: 訳50,Kelly and Lazer 1967)。またケリーは統合さ
れたビジネス組織がマーケティング中心の組織構造に変わってきたことについて
も言及するなど (Kelly1965: 訳 134-142),経営諸機能の統合がマーケティング
中心の組織構造によって果たされていることを前提とした論を展開しているので
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ある (8)。
次節以降では教育機関を対象としたコトラーのマーケティング理論において，
マーケティング管理がいかなるものとして位置付けられているのかを，彼が提示
するマーケティング担当者の職務内容の記述の検討を通じて明らかにしよう。
3. ミドル・マネジメントレベルのマーケティング担当者の職務の特質
コトラーは，大学にマーケティングの機能を導入する際に雇用するマーケティ
ング担当者として， ミドル・マネジメントレベルに当たるマーケティング・サー
ビス担当デイレクターとトップ・マネジメントレベルに当たるマーケティング担
当副学長とを挙げている (Kotlerand Andreasen 1987: 278-281)。本節では， ミ
ドル・マネジメントレベルでのマーケティング・サービス担当デイレクターを採
用する場合を想定してコトラーが提示したマーケティング担当者の職務記述書の
例（表 1) をもとに， ミドル・マネジメントレベルのマーケティング担当者の職
務内容の特質を把握することとしよう。
職務記述書中(5)に記載されている職能は次のように理解できるものと思われ
る。まず(5)の①は全学レベルでの戦略計画の審議にマーケティング視点を導入
することを意味するものと解される。具体的な方法としては，例えば②に掲げた
ようなマーケティング・リサーチデータを収集し計画の審議の場へ提供すること
などが考えられる。ここでは学術研究に限られているものの戦術レベルでの計画
に対するマーケティング的視点の導入という意味では，⑦も①と同様に他部門が
策定した計画へのマーケティング視点の導入であると捉えて良いだろう。③以下
は他部局への指導・支援といった形でのサービスを提供するといった内容であり，
④～⑥はマーケティング・ミックスに関わる内容が，⑧以下は支援が必要とされ
るマーケティングの各適用場面がそれぞれ記述されている。その中で②のマーケ
ティングリサーチ・データの収集・提供はこの担当者が唯一単独で実施し得るサ
ービス提供業務であると言ってよいものと思われる。
以上のようにミドル・マネジメントレベルのマーケティング担当者の職務は，
1)戦略計画・戦術計画へのマーケティング視点の導入 2)マーケティング・リサ
ーチデータの収集・提供サービス 3)マーケティングを必要とする部局が実施す
るマーケティング管理の支援サービスの3つに大別できるものと思われる。 1)と
3)はトップ・マネジメントと事業実施部局におけるマネジメントの支援に当たり，
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表l 大学のマーケティング・サービス担当デイレクターの職務記述書
(1)職位……マーケティング・サービス担当デイレクター
(2)直属上司……渉外担当副学長
(3)職務担当範囲……大学全体
(4)職位のコンセプト……マーケティング・サービス担当デイレクターは，大学職員，
学部長，他の大学付属機関のために，マーケティングの指導
とサービスの提供に責任をもつ。
(5)職能……① 大学の将来に関するトップ・レベルの計画審議にマーケティング視点
を導入する。
② 特定市場の規模，細分化，動向，行動変容についてのデータを収集し，
それらを必要とする大学職員に提供する。
③ 特定市場のニーズ，知覚，満足度の調査を指導する。
④ 新しいプログラムの計画，プロモーション，実行を支援する。
⑤ コミュニケーションとプロモーションのキャンペーンと開発を支援す
る。
⑥ 価値づけの問題を分析，助言する。
⑦ 新しい学術的計画の実現可能性をマーケティングの視点から評価する。
⑧ 新入生募集について助言する。
⑨ 在校生の満足度調査について助言する。
⑩ 寄付金集めについて助言する。
(6)責任……① 職員や学内団体と接触し，サービス内容を説明し，問題点を取材する。
② 学内の諸要求の優先順位を，長期的影響，費用節減効果，実現に要す
る時間，実現の容易さ，費用，緊急度によって評価する。
③ 優先順位の高い計画を選択し，年間達成目標を設定する。
④ 予算案を作成する。
⑤ 主要な活動について年間報告書を提出する。
(7)主要な関係部門……① 学長室，経営管理室，開発室，計画室， PR室と最も緊密
に連絡を取り合う。
② 学部長，各部門の長と緊密に連絡を取り合う。
（出典） Kotler and Andreasen (1987:280) 
2)の職能も事業の計画・実施に当たって参考となるデータの収集・ 提供という形
での他部局への業務支援に当たるものと解される。
このように考えるとこの職務記述書を見る限りでは， ミドル・マネジメントレ
ベルのマーケティング担当者の職務は，顧客に提供する事業を実施する責任と権
限を持つものではなく，組織内部が顧客志向に立って業務を遂行することを支援
するサービスのみを行う職，すなわちスタッフ職としての位置付けを持つものと
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解さざるを得ない(9)。コトラー自身も，マーケティング・サービス担当デイレク
ターはマーケティング・サービスを必要とするマーケティング以外の経営機能を
担当するマネージャーに対して「内部のマーケティング・コンサルタント」とし
ての職務を果たすスタッフ職であると捉えられている (Kotlerand Andreasen 
1987: 278-279)。
4 . トップ・マネジメントレベルのマーケティング担当者の職務の特質
コトラーはマーケティング担当副学長のようなトップ・マネジメントレベルの
マーケティング担当者の職務を次のように想定している。 1)2節で概説したコト
ラーのマーケティング管理論においてトップ・マネジメントレベルの職務とされ
ていた他の経営諸活動との調整 2)トップ・マネジメントにおけるマーケティン
グ志向醸成のためのマーケティング・サービスの提供 3)組織の政策や方針決定
への参加 4)顧客や政府など組織の公衆との関係の計画と管理の4点がそれらに
当たる (Kotlerand Andreasen 1987: 279)。
このうち1)-3)は大学のトップ・マネジメントの一員としての立場から担わな
ければならない職能と解することができる。 4)の公衆との関係の計画と管理はい
わゆる渉外担当の職務に当たるが， トップ・マネジメントとしての職位をいかに
発揮してその職務を遂行するかといった点に関しては特段の記述が見受けられな
し‘
コ゜トラーは公衆との関係管理に関してはラインに近い職位を想定しているよう
である (Kotlerand Andreasen 1987: 278-279)。しかしいわゆる渉外担当の職務
の目的は公衆間のニーズの調整にあると捉えることができるであろうから (10)' そ
の限りではトップ・マネジメントレベルにおけるマーケティング担当者は， トッ
プ・マネジメントにおけるマーケティング志向醸成といった重要な職責を担って
いるとはいえ，顧客に対し直接事業を提供するラインとしての職能を担っておら
ず， ミドル・マネジメントレベルでの担当者同様，マーケティング機能に関して
はスタッフとしての職に留まっていると言わざるをえない。
一方コトラーと同時期にマネジリアル・マーケティングと称してトップ・マネ
ジメントレベルのマーケティングの重要性を提唱したケリーの理論においては，
トップ・マネジメントレベルのマーケティング担当者の職務としていかなるもの
が想定されているのだろうか。
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ケリーは，企業の全ての活動に先行させてマーケティング機会の評価を行うべ
きとして， トップ・マネジメントレベルでのマーケティングが企業の方向性を規
定する役割を担うことを明瞭に打ちだしている。そこでは職務監査役を設けて関
係者を一同に集め，組織の将来の方向性を決める戦略を分析するための会議を開
くことによって，経営諸活動の統合を行うべきことを提案しており (Kelly1965: 
訳59-65), トップ・マネジメントレベルにおけるマーケティング担当者が組織の
方向性を計画するラインとしての職位を担うことを期待しているように見受けら
れる。
一方コトラーの理論においては，組織の方向性を規定するマーケティングの役
割は第三者機関が実施するマーケティング監査 (marketingaudit)が担うとして
いる。マーケティング監査とはマーケティング環境や目標，実行活動などの包括
的，体系的，中立的，定期的な精査であり，市場に関わって教育機関が抱えてい
る問題の所在する領域と活用しうる機会とを明らかにすることを目的とするもの
である。その実施は教育機関やその環境に精通したマーケティングやマーケティ
ング・リサーチの専門性を持つ外部評価者たるコンサルタントが受け持つことと
されており，監査担当者は，教育機関がその成果向上のために取りうるいくつか
の長期的・短期的行動を勧告する。トップ・マネジメントにおいてはそれらの勧
告を評価し役立つと思われるものを実行に移すという手順を踏むのである (Kotler
and Fox 1985: 384-385, 52-53)。
このようにコトラーの理論においては，組織の方向性を規定するマーケティン
グの役割を第三者機関が担うものとしており， トップ・マネジメントレベルにお
けるマーケティング担当者に顧客志向に立って組織の方向性を計画するラインと
しての責任と権限を持たせているようには見受けられない。その点では， トッ
プ・マネジメントレベルでのマーケティングに企業の方向性を規定するといった
ラインとしての職能を期待するケリーの理論とは異なっている。
組織におけるマーケティング機能の拡張が必要となるにつれ，組織内には階層
構造を持った職位と職務内容ごとに編成された組織とが整備されるようになる。
次節では教育機関におけるマーケティング管理の組織構造を通じた職務の有り様
について検討する。
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5 . 教育機関におけるマーケティング管理の組織構造の可能性
マーケティングの機能が拡大される際に考えられる組織構造として，コトラー
は下図に掲げたモデルを提示している。まず機能拡大の当初は，マーケティン
グ・リサーチやPR,広告といったマーケティングの機能別組織編成を行うこと
でこれらの業務の専門性と経済性があがるとしている（タイプA)。しかし顧客に
提供するプログラムが多様であるときには業務間の調整が煩雑になるほか，各々
の業務に対する責任の所在も不明確になるという。したがって顧客へのプログラ
ム提供が成功を収めるためにはプロダクト・サービス別組織編成を行って各組織
にプログラムの責任を持たせ，マーケティングの機能も各組織の中で発揮させる
ことが有効であるとする（タイプB)。まだ性別や年齢，地域といった顧客グルー
プごとにプログラム提供を考えなければならない時には顧客別組織編成が考えら
れる（タイプC)。組織規模が小さいときに考えられるのはタイプAとタイプBの
混合型である（タイプD) (Kotler and Andreasen 1987: 282-289)。
A 機能別組織
B プロダクト・サービス別組織
c 顧客別組織 D 混合組織
図代替的な組織デザイン
出典： Kotler and Andreasen (1987: 284) 
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大学にはこれらの組織をどのように整備しうるであろうか。例えばマーケティ
ング・リサーチやPRの機能が，これらの機能ごとに学内のーカ所に集められ，
各学部等が提供する教育プログラム全てを対象としたマーケティング・サービス
を実施するといったタイプAの機能別組織では，担当する業務が多岐にわたり，
プログラム提供側である各学部等との責任の所在が不明確になるだろう。このよ
うな問題が生じないように学部等別の組織の中に当該学部等を対象としてマーケ
ティングの職務を位置付けた組織絹成は， Bのプロダクト・サービス別組織に該
当するだろう。また社会人を対象とした継続教育部門を組織し，その中に当該部
門を対象としたマーケティングの職務を位置付けた組織編成は， Cの顧客別組織
に該当するだろう。大学の規模にもよるが，学部等の組織別にマーケティング諸
機能の専門家を配置することは通常困難であろうから，現実にはタイプDの混合
組織の採用が少なくないものと思われる。
さて 2節で述べたように，コトラーは企業におけるマーケティング技術と同型
の技術を教育機関などの非営利組織に普及していった。一方企業と非営利組織と
ではマーケティングの態様が異なるとの認識を打ち出して理論展開を行っている
のが，サービス・マーケティング研究分野の第一人者としても知られているクリ
ストファー・ラブロック (CristoperH. Lovelock)である。彼は非営利組織が提
供するものは主としてサービスであるとの認識に立ち，そこでは有形材の場合と
は異なるマーケティングのアプローチが必要であるとして (Lovelock1989: 訳 16-
17), サービス・マーケティングの理論を念頭に置いた非営利組織独自のマーケ
ティングの理論を展開している。
ラブロックは，マーケティングと他の経営領域との調整が重要であるという点
に言及しつつ，中でもユーザーと接触する現場部門においてオペレーション管理，
すなわちサービスの企画と提供に関する管理の観点とマーケティング管理の観点
とを統合することの重要性を指摘する (Lovelock1989: 訳470)。
有形材においては生産と流通・販売との責任分担を明確にしうるが，サービス
においてはそれらが生産されながら同時に流通・消費がなされており，両者の責
任分担を明確にしえないという特質を持つ。例えば教師が授業を行う教室では，
教師による教育プログラムの生産・提供と学生によるそれらの消費とが同時に展
開されているのである。
このように非営利組織においては，サービスの企画と提供といったオペレーシ
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ョン管理に携わる担当者が顧客であるユーザーと直接接することから，その職務
はマーケティング管理の職務と密接な関わりを持たざるをえない。しかしながら
ラブロックの理論では，現場のオペレーション管理担当者が顧客志向に立った行
動を行いうるような動機づけや訓練の手だてを紹介するのみであり，両者の職務
の統合のための組織構造の提案にまで踏み込んだ言及は見られない (Lovelock
1989: 言尺468-473)。
ラブロックに限らず，マーケティング研究の分野においては，マーケティング
組織設計のための指針や理論上の問題点がほとんど議論されてこなかったという。
この点を問題視する竹村は，マーケティング組織が顧客志向という魅力的な正論
を持ちながらそれらが日本で実現しないことを併せて指摘し，その理由としてマ
ーケティングの機能や部門がスタッフであり，市場問題解決に直接携われないと
いう点を挙げる。そしてプロダクト別組織におけるマーケティング担当マネージ
ャーをラインに位置づけた組織編成を行って，プロダクト提供の責任と権限を持
たせるべきとの提案を行っている（竹村 2002: 44-46)。
竹村の議論は教育プログラムやサービス組織を対象としたものではないが，マ
ーケティング研究の分野で近年しばしば議論される機能部門間のインターフェイ
スの議論と相通ずる問題意識を持つものとして興味深い (11)。しかし組織編成に関
する竹村の提案を待つまでもなく，教育機関においては，プロダクト別組織にお
けるプロダクト提供の責任者である教師が，マーケティング担当者の職責をも同
時に担っているのが通例と思われる。なぜならば先に述べたように教育機関にお
いては，学生と教師が直接接する教室という現場で教育プログラムの生産・提
供・消費が同時に行われていることから，学生のニーズ把握も学生と接している
教師がその機能を担い，学生の複雑な心的状態をも踏まえた顧客理解（学生理解）
を日々行っているものと思われるからである。学生のニーズを吸いあげそれらの
教育価値を見極めて新たな教育プログラム絹成へとフィードバックできるのはま
さに教師の専門性のなせる業であろう。また学生のニーズが複雑で掴みどころが
ない場合でも，教師が学生との相互交流を重ねることで新たなプログラム編成の
アイデアが生まれることも考えられる（佐野 2002:59)。
以上の考察から，教育プログラムのマネジメントの場面で考えられるマーケテ
ィング管理の職務としては， 1)市場規模の把握等を目的とした量的アプローチに
立つ体系的なマーケティング・リサーチや広告等の，マーケティング機能そのも
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のの専門性に裏づけられて遂行される職務と， 2)学生のニーズを吸いあげそれら
の教育価値を見極めて新たな教育プログラム編成へとフィードバックする形で教
育プログラムの提供と密接に関連した，教師の専門性に裏付けられて遂行される
質的アプローチに立つ職務とに大別されるものと考えられる。 1)の職務について
は，それらの専門性を有するマーケティング担当者が責任者となる組織を全学レ
ベルで整備することで足り， 2)の職務については各学部等において教師がその職
を担うことになる。よって以上の組織構造としてはタイプDが想定される。両者
の職務がより効果的に発揮されるためには，両者がアドホックに遂行されるので
はなく，教師が遂行する2)のマーケティングの職務が教育プログラムのマネジメ
ント・システムの一環に適切に位置付けられ，かつその成果が1)のマーケティン
グ機能の専門家が遂行する職務に対しても適切に反映されることが期待される。
このように教師が遂行するマーケティング管理の職務を教育プログラムのマネジ
メントのシステムに適切に位置付けることによって，教育機関におけるマーケテ
ィング管理の職務は，プログラム提供の責任と権限を持つライン組織へと位置付
けられることになるのである。
6. 結語
本稿では次の点が明らかになった。 1)コトラーにおける教育機関を対象とした
マーケティング管理の理論の基本となる理論枠組は， トップ・マネジメントレベ
ルでの顧客志向に基づく企業内の諸活動の調整と，その監督・統合のためのミド
ル・マネジメントレベルの専門化された組織の分化という構造を有している。 2)
しかしながらそこでのマーケティング担当者の職務は，顧客に提供する事業を実
施する責任と権限を持つものではなく， トップ・マネジメントレベルにおける経
営諸活動の調整や， ミドル・マネジメントレベルにおける顧客志向の業務遂行支
援のためのサービス提供など，スタッフ職としての位置付けを持つに留まるもの
となっている点が，コトラーの理論の問題点として特筆される。 3)教育機関にお
いては，教育プログラムのマネジメントにおいて，学生のニーズを吸いあげそれ
らの教育価値を見極めて新たな教育プログラム編成へとフィードバックするとい
ったマーケティングの職務が，プログラム提供の責任と権限を持つ教師自身によ
って同時に遂行されている。したがって，教師が遂行するマーケティング管理の
職務を教育プログラムのマネジメントのシステムに適切に位置付けることによっ
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て，マーケティング管理の職務をプログラム提供の責任と権限を持つライン組織
に位置付けることが可能になる。
教育機関を対象としたコトラーの理論は，サービス・マーケティング研究の視
点を取り入れながら進展している（佐野 2003d)。今後はサービス・マーケティ
ング研究の成果を踏まえた検討を行うとともに，教育学分野におけるカリキュラ
ム・マネジメントの研究成果を取り入れて，教育機関を対象としたマーケティン
グ理論の新たな枠組を構築することを考えている。
註
(1) コトラーがハワードの影響を受けていたことについては，マーケティング学説発展の
歴史を紐解いたロバート・バーテルズ (RobertBartels)の調査に対するコトラーの回
答 (Bartels1988: 訳389)を参照。
(2) マーケティング研究の分野においてもマーケティング概念，すなわちマーケティング
とは何かをめぐる問題意識が繰り返され， 80年代初頭に最盛期を迎えるマーケティン
グ科学哲学論争へと発展していった。このような問題意識に立ってマーケティング概念
の考究をめざしたものとしては上沼克徳 (2003)の論稿を参照。
(3) マーケティング管理論から戦略的マーケティング論への理論発展の系譜については村
松 (1994)を参照。
(4) コトラーの理論と他の研究者の理論との比較を行う便宜上，拙稿（佐野 2003c)で
「マーケティング・マネジメント」と記述していた概念を，本稿ではより一般的な表現
である「マーケティング管理」と訳出したが，両者は同一の概念である。
(5) このような考え方はコトラーに固有のものではない。経営学の創始者アンリ・ファヨ
ール (HenriJ. Fayol)は，管理職能が組織という道具をもって従業員と関わることを指
摘し，階層組織など管理の一般的原理を提唱している (Fayol1917)。
(6) 本節で引用した論稿以外のものとしては，コトラーの理論に消費者誘導型マーケティ
ングの論理を位置付ける必要性を論じたもの（佐野2003a), コトラーの教育機関を対
象としたマーケティングの理論が顧客の主観的な側面に働きかける消費者管理の技術を
重視する方向へ進展していることを指摘したもの（佐野2003d)がある。
(7) コトラーは教育機関を対象としたマーケティングの定義として「組織目的を達成する
ためにターゲット市場の間で自発的な価値の交換を行うべく注意深く設計されたプログ
ラムの分析，計画，実行，統制である。」 (Kotlerand Fox 1985: 7)と記述しており，こ
の内容は彼の非営利組織を対象としたマーケティング理論 (Kotler1982: 6)における
マーケティングの定義の記述と等しい。なお「マーケティング・マネジメント』におい
ては，上記でマーケティングの定義として記述していた内容と同旨の内容，すなわち
「組織体がその目的達成のため，最終市場との間に相互に利益となる交換その他の関係
を創出，構築，維持する計画について分析，企画，実行，コントロールを行うこと」を
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マーケティング管理の定義として用いており (Kotler1967: 訳 17), コトラーがマーケ
ティングの概念をマーケティング管理の概念と同一のものとして捉えていることがこの
定義から伺える。
(8) ミドル・マネジメントレベルでのマーケティング管理をマネジリアル・マーケティン
グと理論上区別すべきとして注意を促す論考は村松 (1994: 14-17) を参照。なおミ
ドル・マネジメントレベルにおけるマーケティング諸機能の統合はマーケティング・ミ
ックスと称されジェローム・マッカーシー (JeromeE. McCarthy)によって提唱された
が (McCarthy1960), コトラーが彼の理論をいかに自らの理論に位置付けているかに
ついては稿を改めて検討を行うこととしたい。
(9) スタッフには命令や指揮の権限が与えられずラインの活動に対する助言や支援の権限
のみが与えられる。ライン組織とスタッフ組織の組み合わせによりライン組織の特徴た
る命令の一元的性格が維持され，管理機能や統制機能の専門化が可能になる（経営学史
学会編 2002:260)。
(10) 公衆との関係管理が公衆間のニーズのバランスをとって調和させることであるとする
考え方についてはコトラー (1985: 28)の記述を参照。
(11) 日本においてはマーケティング部門との他部門とのインターフェイスを議論した著作
の代表的なものとして石井・石原 (1998)がある。
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